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生駒市では、人口高齢化の進展や地球環境への配慮などの社会構造の変化に伴い顕在化する、市内

の公共交通に関する課題に対応するため、市内の公共交通に対する考えを以下のとおりまとめました。

現在、本年度末をめどに市地域公共交通活性化協議会で進めている、「市地域公共交通総合連携計画」

の策定についても、この考えに基づき進めています。 
【生駒市の地域公共交通に対する考え】 

 

 ①人々の交流構造の把握 

・ 大阪のベッドタウンとして発展してきたことから、大阪などで従業する人が多く、昼間

時間帯の市内では、高齢者や女性による買い物などの私用目的の交通が多い。 
・ 鉄道と路線バスなどからなる公共交通網が充実しているが、近年、運転免許が幅広い年

齢層に行き渡り、自動車を利用した買い物や送迎などが日常的に行われている。 
・ 団塊世代が退職時期を迎え、今後は、市外への通勤・通学の減少、市内での通勤・通学

以外の私用目的の交通（特に自動車利用）の増加、７５歳以上の高齢者の増加に伴う公共

交通需要の変化が見込まれる。 
 

 ②人々の移動の支援 

・ 市民の日常生活に必要な活動が支障なく行えるよう、必要な施策を検討する。 
・ 居住者の属性や活動の状況、生活に必要な施設の整備状況、公共交通体系の整備状況な

ど、地区ごとの状況に応じた計画を検討する。 
 

 ③公共交通サービスの確保 

・ 充実した既存の公共交通を活用するとともに、急速に進展する高齢化などの問題に対応

できる公共交通サービスの提供を目指す。 
 

 ④公共交通政策推進への市の役割 

・ 生駒市民の生活に必要な活動を支えることは市が行うべき施策であると認識し、それに

必要な公共交通政策の推進は市が積極的に役割を果たしていく。 
 

 ⑤公共交通事業の効率的運営 

・ 公共交通サービスの提供に当たっては、交通事業者をはじめとする関係機関との連携の

もとで効率的な運営を行うなど、財源の制約の中で持続可能な仕組みを確立する。 
 

 ⑥公共交通サービス維持へ向けての市民との協働 

・ 生活に必要な公共交通サービスを維持するためには市民の理解と協力が不可欠であるこ

とから、市民一人ひとりの公共交通に対する意識を高めることなどをはじめとして、市民

とともに公共交通を守り育てていく。 
 

 ⑦市域の公共交通計画策定 

・ 公共交通サービスの充実に向け、必要な事業を検討し推進する。 
・ 事業推進の費用は市と利用者、沿線の地域が適切に分担する。 
・ 事業推進にあたっては、必要なルールを定める。 


